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（別紙１） 

 

日本国製品安全誓約（ひな形） 
 

 

1. 規制当局等のウェブサイトから、リコール製品や安全ではない製品に関連す

る情報を定期的に確認し、これらの製品を特定した場合は適切に対処する。 

2. 規制当局からリコール製品や安全ではない製品に関連する情報の通知又は

出品削除要請ができるよう、専用の窓口を提供する。 

3. 規制当局から出品削除要請を受けてから 2 営業日以内に、要請を受けたリコ

ール製品や安全ではない製品の出品を削除する。また、規制当局に対して、

実施した措置とその結果を通知する。 

4. 規制当局から情報提供の要請があった場合には、リコール製品や安全ではな

い製品のサプライチェーンを合理的な範囲で特定し対応する。 

5. 規制当局からの情報提供の要請に係る対応及びリコール製品や安全ではな

い製品の出品削除を実施するための内部管理体制を構築・維持する。 

6. 誓約の署名者に対して、リコール製品や安全ではない製品が出品されている

ことを消費者が直接通知できる手段を提供する。通知があった場合は、署名

者が構築した処理プロセスに基づき、5 営業日以内に適切な対応を行う。 

7. 販売者が日本の製品安全関連法令を遵守する措置を実施するため、販売者に

対して、規制当局等が提供する製品安全に関連する情報を共有するなど、法

令に係る知識を習得できる合理的な機会を提供する。 

8. 規制当局や販売者と協力し、リコール製品や安全ではない製品に関連する各

事業者や規制当局の措置について、消費者に情報提供する。 

9. 必要に応じ、出品禁止製品、リコール製品又は安全ではない製品の販売を阻

止若しくは制限するための制度を構築・維持する。 

10. 規制当局と協力し、リコール製品や安全ではない製品の販売を意図的に繰り

返すなどをする悪質な販売者に対して、適切な措置を講ずる。 

11. 既に出品削除されたリコール製品や安全ではない製品の再出品を阻止する

ための適切な措置を講ずる。 

12. リコール製品や安全ではない製品の検出や出品削除の水準を向上させるた

めの新技術やイノベーションの活用を積極的に検討する。 
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